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準備事項について、同法制定に直接携わった関係者が
具体的に解説した実務書。
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■■新規に導入される新規に導入される「個人番号制度」「情報保護評価個人番号制度」「情報保護評価」や地方公共団体で必須対応となや地方公共団体で必須対応とな
る「例規整備例規整備」についてについて、具体例を掲げながら踏み込んで解説具体例を掲げながら踏み込んで解説

■「例規整備「例規整備」ではでは、実在する個人情報保護条例を例に改正ポイント・改正例を掲げな実在する個人情報保護条例を例に改正ポイント・改正例を掲げな
がら解説がら解説

■番号法制定に直接携わった関係者及び制度運用の検討を進めている担当者による番号法制定に直接携わった関係者及び制度運用の検討を進めている担当者による
信頼ある解説信頼ある解説

■新規に導入される「個人番号制度」「情報保護評価」や地方公共団体で必須対応とな
る「例規整備」について、具体例を掲げながら踏み込んで解説

■「例規整備」では、実在する個人情報保護条例を例に改正ポイント・改正例を掲げな
がら解説

■番号法制定に直接携わった関係者及び制度運用の検討を進めている担当者による
信頼ある解説
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